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01_件名 

「食堂決済システムソフトウェアのバージョンアップ作業」 

 

02_目的及び概要 

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構（以下、｢原子力機構｣という。）人材開発部

では、構内食堂における喫食料金徴収の効率化を図るために、食堂決済システムを運用し

ている。 

今般、当該システムを運用している PC の OS（Windows10）のサポート終了がマイク

ロソフト社から告知されており、最新 OS（Windows11）に対応する必要が生じたことか

ら、当該システムソフトウェアの Windows11 に対応するバージョンへのバージョンアッ

プ及び既存設定データ等の移行作業を実施する。 

 

03_バージョンアップ対象ソフトウェア 

 （1）ソフトウェアライセンス 

No. 品 名 メーカー 相当品 数量 単位 納入場所 

1 管理 PC ソフトウェア（食堂楽） エヌエスシステム 不可 6 式 ①～⑥ 

2 POS 標準ソフトウェア（食堂楽） エヌエスシステム 不可 2 式 ①、② 

※上記については、作業後から 6 ヶ月間の保守サポート付とする。 

 

04_納入場所及び納入条件 

（1） 納入（届出）場所 

日本原子力研究開発機構 本部 人材開発部 

（茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1） 

（2） 設置・導入場所 

①原子力科学研究所 構内食堂及び食堂事務室 

（茨城県那珂郡東海村大字白方２番地４） 

②核燃料サイクル工学研究所 第二食堂及び食堂事務室 

（茨城県那珂郡東海村大字村松 4 番地 33） 

③大洗原子力工学研究所 構内南食堂及び食堂事務室 

（茨城県東茨城郡大洗町成田町 4002 番地） 

④高速増殖原型炉もんじゅ 構内食堂及び食堂事務室 

（福井県敦賀市白木 2 丁目 1 番地） 

⑤新型転換原型炉ふげん 構内食堂及び食堂事務室 

（福井県敦賀市明神町 3 番地） 
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⑥人形峠環境技術センター 構内食堂及び食堂事務室 

（岡山県苫田郡鏡野町上齋原 1550 番地） 

 

（3） 納入条件 

据付調整渡し 

当機構で用意する PC に、バージョンアップ版の当該ソフトウェアのインスト

ールを行うこと。また、旧バージョンで使用していた各種設定ファイル及び決済に

使用する既存のセルフレジ端末、既存のプリペイドカードチャージ用カード R/W

機器等が正常に動作するようそれらの設定等の移行も同時に行うこと。 

なお、設定作業及び動作確認は上記（2）設置・導入場所①～⑥の現地で行い、

各現地機構担当者に操作説明を行うこと。 

インストール先 PC の仕様については以下のとおりとする。 

デスクトップ型またはノート型 PC 

仕様： 

Windows11 Pro、SSD256GB 以上、メモリ 8GB 以上、 

CPU インテル Core i5 または AMD Ryzen5 プロセッサ相当以上 

 

05_契約納期 

令和 8 年 3 月 3１日（火） 

 

06_提出書類（提出先：本部人材開発部） 

システム設定書またはそれに代わるもの    1 部 

マニュアルまたはそれに代わるもの     1 部 

ライセンス証書（ライセンス許諾書）またはそれに代わるもの  1 部 

サポート体制一覧表またはそれに代わるもの    1 部 

上記電子データ（PDF 形式または相当形式）    1 式 

 

07_検収条件 

「06_提出書類」に定める各種提出物の確認及び「04_納入場所及び納入条件」に記載さ

れた据付調整ならびにそれらの正常な動作の確認をもって検収とする。 

 

08．検査員及び監督員 

検査員 （１）一般検査 管財担当課長 

監督員 （１）人材開発部 主幹 

 

09_守秘義務 

受注者は、本仕様書に定める作業で知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 
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10_グリーン購入法の推進 

（1） 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する

法律）に適用する環境物品が発生する場合はそれを使用すること。 

（2） 本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針に

定める「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 

11_特記事項 

（1） 本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義が生じ

た場合は、原子力機構と協議のうえ、その決定に従うものとする｡ 

 

以上 


